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１. 研究の背景と目的 

(１) 研究の背景 

横浜市では、高度経済成長期から人口の急激な増加に伴う

住宅需要の高まりにより、開発が多く行われた。開発は、

鉄道沿線から行われたが、昭和40年代になると、鉄道駅か

ら離れた丘陵地や高台にも住宅立地が進み、郊外部に坂道

や階段など高低差のある住宅地が形成された。この時期に

整備された郊外住宅地は、現在、高齢化が進んでおり、坂

道等を徒歩で移動することが困難となっていたり、事故等

のリスクが高まりマイカーを手放す等、移動に不自由を感

じる住民が多くなっている。その結果、歩行もしくはマイ

カーによる移動を前提としていた地域では、高齢になって

住み続けることが困難になっている。そこで、近年は、郊

外住宅地における交通サービスの必要性が高まっている。 
一方、移動の確保にコミュニティバス等を導入している自

治体もあるが、多くのコミュニティバスは採算性を確保で

きず自治体が赤字補填している。さらに、社会保障費が増

大しているなかで、行政主体で移動手段を整備することに

も限界がある。横浜市では、2005 から 2006 年度に行われ

た「横浜の新しい交通政策検討委員会」において、新しい

交通政策の展開の方向性として、「地域主体の取組みへの行

政支援」、「地域が発意し、地域が主体となって確保策を検

討していくことが重要…そのため、行政は地域の積極性に

応えながら、様々な支援を行っていくべき」としている。

つまり、行政による赤字補填前提のコミュニティバスを運

行するのではなく、地域が主体となって交通の確保策を検

討し、行政はこれを支援するという方向性を打ち出してい

る。そこで、交通不便を解消するために、住民の主体的な

地域交通導入活動が発意され、その活動が身を結び地域交

通が導入されるために、どのような要因があるのかを明ら

かにし、交通不便地域の解決策の一助にしたいと考えた。 
 
(２) 既往研究の整理 

地域交通導入活動の既往研究として、福本ら(2009)1)は、事

例を横断的に調査し，関係主体間の役割分担の視点から類

型化している。そのうえで、「成立の可否を主に左右するの

は事業採算性と運動の組織化」であること、「運動の組織化

は地縁組織やキーパーソンの有無により大きな影響を受け

ること」を明らかにしている。加藤ら(2009)2)は、三重県四

日市市の「生活バスよっかいち」を対象に成立・運営プロ

セスの調査分析を行ない、地域参画型公共交通サービス供

給の成立可能性を高めるための主な要因として、「関係する

各主体が地域公共交通確保の重要性や自主的な行動の必要

性について意識を共有」、「各主体を結びつけ組織化するキ

ーパーソンの存在」等を挙げている。また、村上ら(2016)3)

は、地域住民主体によるコミュニティバス運行の持続可能

性における課題として、第一に後継者不足、第二に運営が

地域住民に丸投げとなり得ること、第三に公的補助金に依

存した体質になることを指摘している。なお、東京近郊の

ケーススタディとして寺田ら(2018)4)は、一都三県を対象に

コミュニティ交通政策の実態を調査しており、コミュニテ

ィ交通は関連する自治会が複数にまたがっているため、単

一の町会・自治会といったコミュニティよりも広い範囲で

組織を形成してコミュニティ交通を検討する必要があるこ

と等、単一の町会・自治会でのコミュニティ活動とは異な

る課題が存在する可能性を指摘している。 
このように、既往研究は、１事例を詳細に検証しており、

調査対象は、地方の都市や過疎化した山間部の地域を対象

としているものが多い。東京近郊の事例を取り上げた寺田

らの研究も、複数事例を取り上げているが、自治体をまた

いでおり、地域の状況や運行形態が異なるものを比較して

いる。また、アクセシビリティを考慮して調査対象地域を

選定した研究は見当たらない。そこで、本研究では、都市

部の郊外住宅地を対象に、アクセシビリティ評価を行なっ

た上で調査対象地域を選定する。さらに、住民主体の交通

手段確保の取り組みを行っている地域と行っていない地域

を比較することにより、住民主体の交通手段確保を実現す

るための要因を明らかにすることとする。 
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(３) 研究の目的 

研究の背景及び既往研究を踏まえ、本研究では、次のこと

を明らかにする。 
①客観性のある指標を用いた交通不便地域 
②交通手段を導入するための住民の取組発生要因 
③地域交通の導入が実現するために必要な要因 
以上をまとめると、本研究の目的は「客観的にみれば交通

不便地域において、地域交通導入活動が起こり、地域交通

が実現するために必要な要因を明らかにする。」ことである。 
 
(４) 論文の構成 

本論文の構成は、次のとおりである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１	 本論文の構成 
 
２. 横浜市における地域交通政策 

(１) 横浜市地域交通サポート事業 

横浜市では、2007 年度より、横浜市地域交通サポート事

業 5)を開始している。これは、「交通手段の導入に向けた地

域住民の主体的な取組が進むように、運行にいたるまでの

事業の立ち上げを行政が支援する」事業である。なお、事

業化あたっては、前章で述べた「横浜の新しい交通政策検

討委員会」の提言を踏まえている。また、横浜市地域交通

サポート事業の基本的な考え方は次のとおりである。 
 
表１	 地域交通サポート事業の基本的な考え方 

１．安全・安心な運行 
国から乗合・乗用業務の許可を得た緑ナンバーを 
有する車両による運行を基本とする。 
２．地域の盛り上がり 
多くの方が継続的に利用することで、安定した経営 
を目指す。 
3．行政からの財政支援に頼らない自立した運行 

 
本事業は、緑ナンバー運行を基本としている点、そして、

財政支援を行わない点が特徴として挙げられる。事業にお

ける行政の具体的な支援としては、「市職員や専門家の派

遣」、「アンケートの集計・分析」、「地域の実情に合わせた

運行手段等の運行計画の策定」、「事業の採算性が見込める

場合には、運賃をとった運行事業者による実証実験運行」

等である。なお、交通事業者は、「運行計画の検証」、「実証

運行の実施」、「本格運行可否の判断」を行う。 
 
(２) 地域交通が実現するための要因と仮説の構築 

本研究は、「交通手段を導入するための住民の取組発生要

因」や「地域交通の導入が実現するために必要な要因」を

分析する。これらの要因は「地域交通導入活動進展に必要

な要因」とまとめることができ、横浜市地域交通サポート

事業のプロセスにおける、それぞれの要因について、次の

ような仮説をたてた。	

 
表２	 活動プロセスと活動進展に必要な要因の仮説 

 
プロセス１について、交通不便問題の気付きは、高齢にな

り足腰が弱くなったりマイカーの運転が困難となる段階で、

移動に不自由を感じることとなる。つまり、高齢化が進ん

でいない地域は、このような問題を感じる住民が少なく、

問題の気付きが顕在化されないのではないかと考えられる。

プロセス５について、地域交通導入の活動は、アンケート

の協力やバス停設置の同意等、活動組織メンバー以外の住

民の協力や同意も必要となる。そのためには、町内全体の

 活動プロセス 活動進展に必要な要因の仮説 

1 
(個人または少人数の) 
交通不便問題の 
気付き 

高齢化が進んでいない地域で

は、交通不便でも、問題意識が

ないのでは 

2 
問題が複数人で共有 
され活動が組織化 

住民同士の交流が疎である地域

では活動が進展しないのでは 

3 行政へ相談 
行政の相談窓口や支援策を知ら

ないと行政に相談しないのでは 

4 
行政担当者と地域 
組織を交えた検討 

行政がノウハウを提供すること

で活動が進展する 

5 活動のアウトリーチ 
町内全体及び周辺町内の機運の

高まりがないと協力者が集まら

ないのでは 

6 
交通事業者と調整 
し運行計画を策定 

事業採算を確保するため、通勤

通学時間帯の運行が必要では 

7 走行環境の調整 
走行環境の整備に、警察や道路

管理者が協力してくれるか 

8 
採算性の検討 
(アンケートによる 
需要調査) 

分析に必要な回収率に達するた

め、住民がアンケートに協力し

てくれるか 

9 実証運行 
利用者数を増加させるため、積

極的な利用促進活動が必要では 

10 本格運行 
住民が積極的かつ継続的に利用

し続けないといけないのでは 
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機運の高まりや賛同が必要と考えられる。プロセス８につ

いて、実証運行実施の可否を交通事業者が判断するにあた

り、需要予測アンケートを行うが、正確な需要予測ができ

るよう、多くの住民にアンケートに回答してもらう必要が

ある。そこで、プロセス５同様、町内全体の機運を高め、

学生や勤め人等、高齢者以外の住民の協力を得ることが必

要であると考えられる。プロセス 10 について、実証運行

は、多くの住民に利用してもらうことが求められるため、

積極的な利用啓発を行う必要があると考えられる。プロセ

ス 11 について、本格運行後も住民が継続的に利用しない

と、廃止になってしまうため、継続的に利用する働きかけ

が必要であると考えられる。以上の仮説をもとに、各地域

にインタビュー調査を行うこととする。 
 
３. バス停までのアクセシビリティ 

(１) アクセシビリティの概念 

国土技術政策総合研究所 6)によると、「アクセシビリティ

とは、一般には人々があるサービスを利用するに当たりそ

の入り口を入るまでのサービスへの到達のしやすさ」とし

ている。 
本研究では、交通不便地域を明らかにするためアクセシビ

リティ指標を用いるが、対象者は買い物や通院のためスー

パーや病院等、いわゆる生活利便施設へ移動する高齢者を

想定している。なお、横浜市内の場合、駅周辺に生活利便

施設が立地していること、そして、バス路線は駅を起点に

形成されていることが特徴として挙げられる。つまり、最

寄りのバス停までのアクセスを考えれば、バスを使い生活

利便施設へアクセスすることができる。そこで、各地域に

おけるバス停までのアクセシビリティを評価することとす

る。ただし、横浜市内は山坂が多いためアクセシビリティ

を評価するにあたり山坂の上り下りを考慮する必要がある。 
 
(２) 代謝的換算距離 

山坂を考慮したアクセシビリティを考えるにあたり、佐藤

ら(2008)7)は、「代謝的換算距離」指標を提案している。代謝

的換算距離とは、経路の各部分に、坂道歩行時に消費する

代謝エネルギーを指標とした傾斜の負荷と、基準歩行速度

(4km/h)に対する年齢階層ごとの歩行速度の比の逆数を移

動負荷として距離を算定するもので、代謝的換算距離𝐿"は、

次のように表される。 

𝐿" = 𝐿 ∙
𝑟(𝜃)
𝑟(0)

	 ∙ 	
𝑣,
𝑣-

1  

𝑟(𝜃)：勾配θの坂道を歩行する時の代謝エネルギー 
𝑣-：年齢階層 jの歩行速度 

 
 なお、𝑟(𝜃)について、佐藤らはエネルギー代謝率(RMR)の
近似式から次のように表されるとした。 

𝑟 𝜃 = (3.113𝑒2.3425 + 1.2)×𝐵𝑀𝑅×𝑊×𝑇 2  
BMR:基礎代謝率、W:体重、T:時間 

 

また、𝑣-は、年齢階層 jの歩行速度であるが、年齢別の歩

行速度は次のとおりである。 
 
表３	 年齢階級別の歩行速度 

年齢階級 j 歩行速度𝑣-(km/h) 

1  (5〜10歳) 2.17 

2  (11〜14歳) 3.39 

3  (15〜49歳) 4.00 

4  (50〜64歳) 3.40 

5  (65〜74歳) 2.82 

6  (75歳〜) 2.51 

 

代謝的換算距離を用いたアクセシビリティ評価として、原

ら(2009)8)は仙台市を対象とし、20m メッシュごとに買い物、

通院等の「徒歩アクセシビリティ評価」を行っている。た

だし、距離については道路ネットワーク距離ではなく直線

距離で計測していることから実態を正確に反映していると

は言い難い。より正確を期すためにも道路ネットワーク距

離で算定することが必要である。 
 

(３) 本研究における代謝的換算距離の算定方法 

本研究では、バス停までのアクセシビリティ評価として、

代謝的換算距離を用いる。既往研究では、等高線１m ごと

に距離を算定しているが、横浜市内の広域でこの方法を適

用すると計算量が膨大になる。そこで、道路ネットワーク

について、リンクとノードを考え、リンク毎に代謝的換算

距離の算定を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２	 10m メッシュと道路ネットワーク 
 
図２のような道路ネットワークを例にとると、国土地理

院「基盤地図情報数値標高モデル」を用いて10m メッシュ

を設定し、各メッシュに含まれているノード(1〜9)にその

標高を読み込ませる。そして、10m メッシュのセントロイ

ドごとにバス停までの代謝的換算距離を計算し評価する。

例えば、セントロイドA を評価する場合、最も近いライン
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にノード a を作り、ノード a からバス停までの代謝的換算

距離が最小となる経路を計算するのである。 
 
４. 代謝的換算距離の算出 

(１) ArcGISによる算出方法 

ArcGIS により代謝的換算距離を算定するが、計算に必要

なデータは、①道路ネットワークデータ及びノードとリン

ク、②10m メッシュデータ（標高データ）、③バス停データ

である。そこで、図３のとおり、「ArcGIS Spatial Analyst」の

機能を用いて、リンクやノードを作成した。なお、計算量

の観点から、道路のラインから10m のバッファーを作成し、

この範囲に含まれるポイントのみ評価対象とした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図３	 ArcGISにおけるデータの作成 
 

例えば、セントロイド A の最寄りバス停までの距離を求

めるにあたり、最も近い道路ライン上にポイント a をプロ

ットする。これがOrigin ノードである。各リンクには、コ

ストとして距離を設定しており、OD のコストが最小にな

る経路をArcGIS Network Analyst のOD コストマトリック

ス解析でネットワーク解析を行う。ポイント a から、最寄

りのバス停までの経路が[a→①→②→③→バス停１]とす

ると、道路距離を𝐿、リンク ij の道路距離を𝐿>-として、セ

ントロイドA の最寄りバス停までの距離𝐿?は、 

𝐿? = 𝐿>- = 𝐿@4 + 𝐿4A + 𝐿A, + 𝐿,バス停１
3  

同様に、代謝的換算距離においてもポイント aから、最寄

りのバス停までの経路が[a→①→②→③→バス停１]とす

ると、代謝的換算距離を𝐿"、リンク ij の代謝的換算距離を

𝐿">-として、セントロイド A の最寄りバス停までの代謝的

換算距離𝐿"?は、 

𝐿"? = 𝐿">- = 𝐿"@4 + 𝐿"4A + 𝐿"A, + 𝐿",バス停１
4  

なお、式(1)のとおり、𝐿">-は、リンク ijの標高差及び対象

とする年齢階級が分かれば𝐿>-より変換することができる。 
 
(２) バス停までの代謝的換算距離の算出（横浜市金沢区） 

 バス停までの代謝的換算距離を評価し、交通不便地域を抽

出する作業を行うにあたり、対象を横浜市金沢区とした。

金沢区は地形上起伏があり、高度経済成長の時期に開発が

多く行われたことから、山坂のある郊外住宅地が多く存在

している。さらに、地域交通導入活動も数カ所で行われて

いるため、金沢区を選定した。 
まず、金沢区において、最寄りバス停までの勾配を考慮し

ない平坦の道路距離を計算した。その際、区界の地域では、

金沢区外の道路やバス停を利用する可能性もあるため、金

沢区より広範囲の道路及びバス停データも含めることとし

た。その結果が、図４である。 
 
 
 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 【評価対象ポイント】 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 98,307箇所 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 【バス停】 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 447箇所 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 【平均距離】 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 322.44m 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 【最大距離】 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 1,627.81m 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 【最小距離】 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 0.0031m 

 
図４	 最寄りバス停までの道路距離(横浜市金沢区) 

 
次に、代謝的換算距離を計算する。本研究では、移動に不

自由を感じている高齢者を主たる対象者と想定している。

そこで、表３における年齢階級 jは、「6  (75歳〜)」とし、

この時の歩行速度は、𝒗𝟔 =2.51[km/h]であることから、代謝

的換算距離𝐿"は、 

𝐿" = 𝐿 ∙
𝑟 𝜃
𝑟 0

	 ∙ 	
𝑣,
𝑣3
= 𝐿 ∙

3.113𝑒2.3425 + 1.2
3.113 + 1.2

	 ∙ 	
4.00
2.51

5  

これをリンクごとに道路距離から代謝的換算距離に変換

し、最寄りバス停までの代謝的換算距離を計算した結果が

図５である。 
 
 
 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 【評価対象ポイント】 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 98,307箇所 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 【バス停】 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 447箇所 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 【平均距離】 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 523.11m 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 【最大距離】 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 7,025.46 m 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 【最小距離】 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 0.0055 m 

 
図５	 最寄りバス停までの代謝的換算距離(横浜市金沢区) 
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最大距離が、7,025.46 m となっているが、今回7,000m を超

えたポイントが５つあった。これらのポイントは、外れ値

であり、除くと最大距離は2,564.22m となった。 
道路距離と代謝的換算距離の平均値を比較すると、代謝的

換算距離が道路距離の約1.62倍高くなっている。代謝的換

算距離は、「勾配による負荷」と「年齢による速度低下」に

よる重み付けをするものだが、「年齢による速度低下」の重

み付けは道路距離を約1.59 倍(= 𝑣, 𝑣3 = 4.00 2.51)する

ため、これが主たる要因になっている。 
 
(３) 道路距離と代謝的換算距離の比較 

 道路距離と代謝的換算距離のヒストグラムがそれぞれ、図

６である。代謝的換算距離は、道路距離に比べてばらつき

があり、分散及び標準偏差が大きな値となっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図６	 道路距離と代謝的換算距離のヒストグラム 
 
次に、OD の標高差とばらつきの関係を検証するため、OD
の標高差の絶対値 𝒛 を５m ごとに散布図を作成するとと

もに決定係数𝑹𝟐を計算した。なお、散布図作成にあたり、

先ほどの外れ値の５ポイントは除いた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図７ 散布図(標高差 𝒛 < 𝟓𝒎)	 図８ 散布図(標高差𝟐𝟓𝒎 ≤ |𝒛|) 
 
 図７は OD の標高差の絶対値 𝒛 が５m 未満の場合の道路

距離と代謝的換算距離の散布図であり、代謝的換算距離は

道路距離のほぼ線形変換となっている。一方、図８は OD
の標高差の絶対値 𝒛 が 25m 以上の場合の散布図で、道路

距離から代謝的換算距離に変換した際のばらつきが大きく

なっている。OD の標高差の絶対値 𝒛 ５m ごとに決定係数

をまとめたものが表４である。 

表４	 OD 標高差の絶対値|z|５m ごとの決定係数 

|𝒛| 𝑧 < 5 
5 ≤ 𝑧

＜10 

10≤ 𝑧

＜15 

15≤ 𝑧

＜20 

20≤ 𝑧

＜25 
25≤ 𝑧  

𝑹𝟐 0.988 0.937 0.879 0.864 0.848 0.751 

 
表４より、標高差が大きくなるほど、決定係数の値は小さ

くなり、道路距離から代謝的換算距離に変換した際のばら

つきが大きくなっていることが分かる。つまり、金沢区の

ように起伏の激しい地域において、水平距離を用いたアク

セシビリティ評価を行うと、山坂を考慮したアクセシビリ

ティ評価との乖離が生じることが考えられる。 
 
(４) バス停の到達圏解析 

次に、ArcGIS のネットワーク解析である到達圏解析を用

いて直線距離／道路距離／代謝的換算距離のバス停までの

到達圏の違いについて検証した。到達圏解析とは、ある地

点から指定した時間内または距離内で到達することができ

る圏域を算出するものである。また、代謝的換算距離の年

齢階級は、これまで同様に75歳以上とした。なお、バスサ

ービスハンドブック 12)において、「利用者の自宅からバス

停までの距離を無理なく歩ける距離…は健常者で300m…」

と記載されていることから、バス停到達圏域は、300m とし

た。その結果が次ページの図９である。 
本研究の評価対象であるセントロイド 98,307 箇所が到達

圏域にどの程度含まれるか計算したところ、直線距離の

300m 圏域は78.89％、道路距離の300m 圏域は63.04％、そ

して代謝的換算距離の300m 圏域は35.17％であった。つま

り、直線距離の到達圏域は、道路距離の到達圏域に比べ、

全体のうち約15%過大となっている。さらに、代謝的換算

距離の到達圏域は道路距離の到達圏域から約28%と大幅に

減少している。自治体の多くは、交通ネットワークを評価

するにあたり直線距離を用いているが、このように過大評

価となることが分かった。 
 
５. 高齢化が進む交通不便地域の抽出 

(１) 抽出方法の概要 

本研究のインタビュー調査を行うにあたり、横浜市金沢区

における交通不便地域を抽出し、本研究の調査対象地域を 
選定する。抽出条件だが、①バス停までのアクセスが困難

である地域、②一定程度の人口がある地域、③高齢化が進

んでいる地域、以上の３つの条件とする。 
①について、内閣府の平成28年度世論調査報告書 13)によ

ると、70 歳以上の層では、駅やバス停まで徒歩 10 分を超

えることは許容できないとしている割合が約６割を占める。

徒歩10分の代謝的換算距離は、 
𝐿"3 = 𝑣, ∙ 𝑡3=4,000[m/h] ∙ 	10[min]/60[min]≒666.67m  6  
よって閾値を650m とした。 
②について、国土技術政策総合研究所 6)によると、課題地

区抽出に際し、人口密度が比較的高い地区として「例えば 
 

【道路距離】 
分散       45,816.34      
標準偏差     214.05 

【代謝的換算距離】 
分散      126,543.16  
標準偏差     355.73 

N=61,225	
𝑅A=0.988	

N=6,743	
𝑅A=0.751	

道路距離 道路距離 

代
謝
的
換
算
距
離
 

代
謝
的
換
算
距
離
 

距離(m) 
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60 人/ha」としている。一方、金沢区全域の 2016 年 4 月 1
日時点の人口密度は、66 人/ha である。そこで、②の閾値

を金沢区の人口密度である66人/haとする。 
③について、金沢区全域の 2016 年 4 月 1 日時点の 65 歳

以上の高齢化率は、26.8%であり、これは同じ時点の横浜市

の高齢化率 23.4%より高い。そこで、③の閾値を金沢区の

高齢率である26.8%とする。 
 
(２) GISによる対象地域の抽出 

前節の条件を満たす地域をArcGIS で抽出する。まず、各

地域の人口密度や高齢化率のデータが必要であることから、

西沢 14)が提供している 100m メッシュ人口データを使用す

る。また、ArcGIS の「エリア内での集計」ツールを用いて、

各メッシュに含まれるポイントの「代謝的換算距離の平均

値」を読み込んだ。その結果、①バス停までの代謝的換算

距離が 650m 以上、②人口が 66 人/ha 以上、③高齢化率が

26.8%以上、を満たす100m メッシュが図10である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図10	 抽出条件を満たす100m メッシュ 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図10において、海側に一団のメッシュがある地域が２か

所あるが、これらの地域には公共交通機関として新交通シ

ステムである「金沢シーサイドライン」が通っているため、

調査対象地域から除外することとした。そのうえで、図11 
のとおり、調整がついた６地域において、インタビュー調

査を行うこととした。なお、２章表２のとおり、「高齢化が

進んでいない地域では、交通不便でも、問題意識がないの

では」という仮説をたてた。これを検証するため、「高齢化

が進んでいない地域」、つまり、高齢率26.8%に至っていな

い地域についても比較対象として調査を行うこととする。

その地域は、具体的には、図11の②釜利谷東3丁目及び③

釜利谷東3丁目である。 
調査対象地域は、いずれの６地域とも昭和40年代から開

発された住宅地で、用途地域は第一種住居専用地域である。

また、最寄り駅から 800m 以上離れている。なお、６地域

のうち、３地域は、地域交通サポート事業による地域交通

導入活動を行った地域である。 
 
 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 １	 活動未実施地域 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ①西柴１〜４丁目 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ②釜利谷東３丁目 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ③釜利谷東４丁目 
 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ２	 実証運行実施地域 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ④東朝比奈１〜３丁目 
 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ３	 本格運行実施地域 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ⑤片吹 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ⑥釜利谷西１〜６丁目 
 

図11	 調査対象地域 
 

図９	 バス停到達圏解析(横浜市金沢区) 

① ② ③ 

④ 

⑥ 

⑤ 

(b)	 道路距離のバス停300m到達圏域 (c)	 代謝的換算距離のバス停300m到達圏域 (a)	 直線距離のバス停300m到達圏域 

 
条件に合致する 
100mメッシュ 
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④東朝比奈は、2014年７月に取組を開始し、2020年３月

から六浦駅を起点とする小型バス路線（運行事業者：京浜

急行バス、運行時間：10時台〜16時台、運行本数：12本/
日）の実証運行を開始した。しかし、新型コロナウイルス

の影響により利用者数が低迷したため、2020年９月より実

証運行を休止している。 
⑤片吹は、2011年５月に取組を開始し、2016年10月から

能見台駅を起点とする小型バス路線（運行事業者：京浜急

行バス、運行時間：９時台〜16時台、運行本数：16本/日）

の本格運行を開始した。 
⑥釜利谷西は、2013年５月に取組を開始し、2017年10月
から金沢文庫駅を起点とする小型バス路線（運行事業者：

京浜急行バス、運行時間：９時台〜16時台、運行本数：11
本/日）の本格運行を開始した。 

６. 各地域のインタビュー調査 

(１) インタビュー調査の概要 

インタビュー調査を2020年７月から９月にかけて行った。 
インタビュー形式は半構造化インタビューとし、各地域に

は、「交通不便地域という認識の有無」、「地域の移動実態」、

「自治会加入率」、「地域交通サポート事業の認知」、「地域

活動の状況」、「近隣自治会との関係」等を尋ねた。 
また、地域交通サポート事業による地域交通導入活動を行

った地域については、「活動を始めたきっかけ」、「活動の中

心人物」、「活動組織の母体」、「活動で困難だったこと・工

夫したこと」、「住民へ活動内容の周知方法」等も尋ねた。 
６地域にインタビューを行った結果をまとめたものが表５

である。

  
表５	 各地域のインタビュー結果概要 

 活動未実施地域 実証運行実施 本格運行実施 

 
①西柴 
1〜4丁目 

②釜利谷東 
３丁目 

③釜利谷東 
４丁目 

④東朝比奈 
1〜3丁目 

⑤片吹 
⑥釜利谷西 
1〜6丁目 

地域の 
概要 

京浜急行金沢文

庫駅から北東に

直線距離で約

900mに位置す

る戸建て住宅街 

京浜急行金沢文

庫駅から北西に

直線距離で約

800mに位置す

る戸建て住宅街 

京浜急行金沢文

庫駅から北西に

直線距離で約

1.2kmに位置す

る戸建て住宅街 

京浜急行六浦駅

から北西に直線

距離で約800m
に位置する戸建

て住宅街 

京浜急行能見台

駅から南西に直

線距離で約1km
に位置する戸建

て住宅街 

京浜急行金沢文

庫駅から西に直

線距離で約2km
に位置する戸建

て住宅街 

用途地域 
第一種住居専用

地域(80／40) 
第一種住居専用

地域(80／50) 
第一種住居専用

地域(80／50) 
第一種住居専用

地域(80／40) 
第一種住居専用

地域(80／50) 
第一種住居専用

地域(80／40) 

移動の 
状況 

マイカー運転が

困難な高齢者

は、タクシーを

呼んだり、親族

に送迎を依頼 

最寄り駅まで徒

歩 20 分だが帰

りは上りのため

タクシー利用が

多い 

高齢になり、買

い物等の移動に

不便を感じる人

がいる 

高齢化が進んで

おり、移動に苦

慮している 

山坂のある地域

のため移動には

バスが欲しいと

いう声が多かっ

た 

最寄りバス停ま

での距離が約

1km あり移動が

大変という声が

あった 

地域交通

導入活動

の検討 

検討を行なった

が、「バスのニー

ズ」がこの地区

にあるのか確信

が持てず断念 

バス事業者に要

望したが、需要

が見込めないと

断られた 

バスの導入を要

望しようという

具体的な声はま

だ無い 

近くの病院や買

い物に行きたい

という希望が多

くバス導入の活

動が始まった 

アンケートを実

施したところ、

バスの要望が多

く活動を本格化

させた 

アンケートでバ

ス導入希望が９

割くらいだった

ので活動を本格

化させた 

地域交通

導入活動

の内容 
－ － － 

バス停の同意が

得られず住宅の

出入口を避けて

バス停位置を選

定した 

実証運行期間中

は、様々な利用

周知を行なった 

・バス停設置が

最も困難だった 
・運転手が確保

できず日中のみ

の運行とした 

その他 

ボランティア送

迎の運転手が高

齢化している 

問題意識はある

が解決策が分か

らないので事例

を知りたい 

勤め人が多いた

め、会長のなり

手がいない 

地域の意向を運

行計画に反映す

るため、バス会

社と調整が必要  

住民が一つにな

ったことが、一

番の成功ポイン

トではないか 

地域交通サポー

ト事業は当初知

らず、京急バス

から紹介された 
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今回調査を行った地域は、いずれも移動に関する問題意識

を持っていた。しかし、住民同士の交流が活発な地域でも

地域交通導入活動につながるわけではないことも分かった。

例えば、①西柴地域は、自治会活動と独立した福祉サービ

ス活動を展開し、「談話会」等の活動を行っている。さらに、

コミュニティカフェを設立し、住民同士の交流が活発な地

域である。しかしながら、「バスのニーズが本当にあるのか

確信が持てなかった」ため、取組を進めなかったとのこと

であった。また、他の活動未実施地域からは、「問題意識は

あるが、一から活動の方向性を考えることは大変」といっ

た意見が聞かれた。一方、活動実施地域では、問題意識を

持った段階でアンケートを行い、地域の移動ニーズが高い

ことを把握したことで、地域交通導入活動を組織化してい

た。このように、「地域としてバス導入のニーズが高いこと

を認知すること」や「地域交通導入活動の方向性を把握し

ていること」が、地域交通導入活動の取組が起こる要因で

あると言える。 
 
(２) 仮設検証 

インタビュー調査をふまえ２章表２の仮説を検証したも

のが表６である。なお、仮説と異なる結果であった点につ

いては下線で示している。 
 
表６	 活動進展に必要な仮説の検証 

プロセス１について、「高齢化が進んでいない地域では、交

通不便でも、問題意識がないのでは」という仮説に対し、

高齢化率が金沢区の平均高齢化率を下回っている地域を含

む、今回調査対象の全ての地域で移動に関する問題意識を

持っていた。 
プロセス２について、「住民同士の交流が疎である地域で

は活動が進展しないのでは」という仮説に対し、活動の進

展は、住民同士の交流の度合いよりも、地域として移動ニ

ーズが高いことを把握することや活動の方向性を把握して

いることが要因となっていることが分かった。 
プロセス３について、「行政の相談窓口や支援策を知らな

いと行政に相談しないのでは」という仮説に対し、地域交

通導入活動を進めようという志のある地域は、地域交通サ

ポート事業を知らなくても活動を進展させていた。また、

活動を進展していく中で、バス事業者より地域交通サポー

ト事業を紹介された地域もあった。 
プロセス６について、「事業採算を確保するため、通勤通

学時間帯の運行が必要では」という仮説に対し、実証運行

及び本格運行を行なったいずれの地区も運行時間は日中の

みであり、必ずしも通勤通学の需要を取り込まなくともバ

ス運行が実現することが分かった。これは、バス運転手不

足から運転手を確保できず、日中の限られた時間しか運行

できないというバス事業者の事情もあった。また、地域と

しては、朝夕の時間帯の運行や多くの運行頻度を望んでい

ることから、運行計画策定の段階では、運行時間帯や本数

等について、バス事業者との調整、合意が必要となる。 
プロセス10について、「住民が積極的かつ継続的に利用

し続けないといけないのでは」という仮説に対し、本格運

行後は、積極的な利用促進活動は行っていなかった。これ

は、住民のバスを利用するライフスタイルが定着したため

利用促進活動が不要と言える一方で、このように住民のバ

ス利用が定着するよう、実証運行段階で積極的に利用周知

を行う必要があることを示唆している。 
 
(３) 地域交通導入活動が進展する要因 

仮説検証を踏まえ、地域交通導入活動が進展する要因をま

とめたものが図 12 である。地域交通導入活動の取組が起

こる要因として、「個人レベルではなく地域としてバス導入

のニーズが高いことを認知すること」、「活動の方向性を把

握していること」が挙げられる。 
次に、地域交通導入活動として、まず、住民の賛同を得る

ため活動中心メンバーが積極的に情報発信を行うことが必

要である。例えば、活動内容を紹介した通信を発行し住民

に配布したり、定期的に住民に情報提供を行うことで、町

内全体の機運を高めている。そのうえで、運行計画の検討

を行うが、特に、バス停設置の同意について、苦慮するこ

とが分かった。バス停はNIMBY の側面を持っており、地

先住民は「家を覗かれる。家の前にゴミが捨てられる。」な

どを懸念し、「バスの必要性は認めるが、自分の家の前にバ

ス停を設置しないで欲しい」という意見が多いとのことで 

 活動プロセス 仮説検証 

1 交通不便問題の 
気づき 

高齢化率の高低にかかわらず 
問題意識を持っていた 

2 問題が複数人で共有 
され活動が組織化 

地域として移動ニーズが高いこ

とを認知したことで組織化した 

3 行政へ相談 行政の支援メニューの認知は活

動の有無に影響していなかった 

4 
行政担当者と地域 
組織を交えた検討 

行政の支援（アンケート設計・ 
分析等）が役立っていた 

5 活動のアウトリーチ 積極的な情報発信を行い住民の

機運を高めていた 

6 交通事業者と調整 
し運行計画を策定 

通勤通学時間帯に運行しなくて

も成立する 

7 走行環境の調整 バスが通行できる道路幅員の確

保が必要 

8 
採算性の検討 
(アンケートによる 
需要調査) 

高回収率(８割程度)で採算性の

判断に役立った 

9 実証運行 積極的な利用促進活動を実施し

ていた 

10 本格運行 積極的な利用促進活動は行って

いない 
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ある。バス停設置に対する協力の可否が運行計画策定にあ

たりキーポイントとなる。また、運転手の不足等、交通事

業者の事情により、日中しか運行できないなど、地域の望

み通りの運行計画にならないこともある。このように、運

行計画策定にあたり、交通事業者との合意形成も必要とな

る。そして、実証運行実施の判断をするために行う需要把

握アンケートでは、交通事業者が採算性を判断するため多

くの住民が回答に協力するとともに、これまでバスを利用

してこなかった人がバス利用に転換する意向を示すことが

必要である。そして、実証運行では、活動中心メンバーが

積極的な利用啓発を行い、多くの住民が利用することで、

実際に採算性が確保されることを交通事業者に示さなけれ

ばならない。利用啓発の方法は、地域によって様々である

が、町内会で回数券を買い上げ住民に配布する等、町内会

が積極的に支援する地域もある。 
これらの地域交通の導入が実現するために必要な要因は、

３点に集約できると言える。１つ目は、住民の賛同を得る

ために活動内容の情報発信や実証運行の利用啓発を積極的

に行う「キーパーソンの存在」である。２つ目は、バス停

設置の同意や需要予測アンケートへの協力など、「地域交通

の導入に対して、多くの住民が共感してくれること」であ

る。３つ目は、住民と交通事業者、双方が同意できる運行

計画が策定されるよう、「バス事業者との合意形成」が行わ

れることである。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７. 本研究の総括と今後の課題 

(１) 本研究の成果 

	本研究の目的は、次のことを明らかにすることであった。	

①客観性のある指標を用いた交通不便地域 
②交通手段を導入するための住民の取組発生要因 
③地域交通の導入が実現するために必要な要因 
①について、指標として代謝的換算距離を用いた。本研究

では、代謝的換算距離を10m メッシュごとに評価する方法

に改良することで、精緻な評価をしつつ行政区の規模まで

計算範囲を拡張することができた。また、本研究の手法は、

オープンデータを使用しており汎用性のある手法である。

さらに、代謝的換算距離の特徴として、標高差が大きくな

るほど道路距離から代謝的換算距離に変換した際のばらつ

きが大きくなることや、代謝的換算距離を指標とするとバ

ス停到達圏域が大きく減少することを確認できた。そして、

GIS において、代謝的換算距離、人口密度、高齢化率を組

み合わせることで高齢化が進む交通不便地域を図示するこ

とができた。 
②について、GIS より明らかになった交通不便地域から調

査対象地域を選定し、インタビュー調査を行った。その結

果、交通手段を導入するための住民の取組発生要因として、

「個人レベルではなく地域としてバス導入のニーズが高い

ことを認知すること」、「活動の方向性を把握していること」

を明らかにすることができた。 
③について、同じくインタビュー調査より、地域交通の導

入が実現するために必要な要因として、「キーパーソンの存

移動に関する問題意識(個人レベル)	

活動実施地域	 活動未実施地域	

地域としてバス導入ニーズの高さを認知	

ex)独自の簡易アンケート調査	
・地域のニーズ把握を行わない	
・活動の方向性が分からない	

組
織
化
に
至
ら
な
い	

活動の組織化	

単一町内会のみ	

周辺町内会と合同	
周辺町内会との調整	

住民の賛同を得るための情報発信	

運行計画の検討（バス事業者との合意形成）	

需要把握アンケート調査	

実証運行（積極的な利用啓発）	

本格運行	

※１下線(直線)は取組が起こる要因、下線(破線)は地域交通が実現するために特に重要な要因	

※２六角形は活動中心メンバーの取組、丸枠は住民の取組、丸四角は交通事業者の取組や事情を表す	

通信の発行	

住民への	
定例報告	

バス停設置
の同意	

回答に協力	

バス利用に
転換	

町内会で回数
券買い上げ	

チラシ配布	

運転手不足	
(日中のみの
運行計画)	

採算性判断	

図12 地域交通導入活動が進展する要因 
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在」、「地域交通の導入に対して、多くの住民が共感してく

れること」、「バス事業者との合意形成」を明らかにするこ

とができた。 
 
(２) 今後の発展性と課題 

本研究では、バス停までの距離のみをアクセシビリティ評

価の対象とし、バスの本数やバスの乗車時間は考慮してい

ない。駅周辺の生活利便施設へのより正確なアクセシビリ

ティ評価を行うために、「バスの待ち時間」や「乗車時間」

を加味し「移動時間」を評価指標とすることが考えられる。

また、本研究は「駅周辺に生活利便施設が立地しており、

駅までバスでアクセスする」という前提のもと、バス停ま

でのアクセシビリティを評価した。そのため、「地域の近隣

に立地しているがバスでアクセスできない生活利便施設」

へのアクセスは考慮されていない。これは、既存のバス停

へのアクセシビリティのみを考えたことによる、アクセシ

ビリティ評価の限界と言える。 
なお、地域交通導入活動が進展する要因について、本研究

では、地域交通サポート事業をケーススタディの対象とし、

調査を行ったが、地域の固有性は排除できない。今後、横

浜市金沢区以外の地域や他都市でも調査を行い、より一般

的な知見を得ることが望まれる。 
 
(３) 本研究をもとにした政策適用の可能性 

本研究において開発した GIS によるバス停までの代謝的

換算距離を評価する方法は、直線距離や道路距離に比べて

より精緻に交通不便地域を抽出することができる。これに

より、行政から交通不便地域に対して、地域交通導入活動

を促すアプローチを行うことが可能になる。特に、高齢化

が過度に進むと地域交通導入活動を行う人材がいなくなる

ことが懸念されるため、高齢化が進み移動の問題が深刻に

なる前に行政から地域にアプローチができるようになるこ

とは有用である。 
次に、交通不便という問題意識はあるものの活動の方向性

が分からないため、地域交通導入活動の取組に至らなかっ

た地域がある。これについては、行政が広報誌等で、地域

交通サポート事業や地域交通導入活動の成功事例を積極的

に広報することで、地域住民が活動のきっかけを見出し、

行政に相談する可能性が高まると考えられる。 
また、運行計画策定において、バス事業者との調整そして

合意形成が必要になる。調整の際、行政も地域と事業者と

を繋ぐコーディネーター機能を有しているが、行政は異動

があり、行政職員が必ずしも交通に長けているとは限らな

い。そこで、学識経験者や交通NPO 等、地域交通の専門人

材をコーディネーターとして活用し、中立的な立場から助

言を行うことで、地域とバス事業者との調整が円滑に進む

ことが期待できる。 
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